
 

 

熊本地方裁判所委員会（第４５回）議事概要  

 

日 時 令和６年６月２５日（火）午後１時３０分～午後３時３０分  

場 所 熊本地方裁判所大会議室  

テーマ 民事事件手続のデジタル化について～民事訴訟手続を中心に～  

出席者  

（委   員）池邊摩依、大西勝滋、川嶋和広、黒江正志、古閑康広、塚田

一成、中田幹人、中村勝洋、益田博文、松永拓也（五十音

順、敬称略）  

（説 明 者）川﨑部総括裁判官、山下民事首席書記官、坂梨刑事首席書

記官、宮ノ原次席書記官  

（事務担当者）尾方事務局長、友枝事務局次長、陣内総務課長、田中総務課

課長補佐、井上総務課庶務係長  

議事要領  

第１ 新任委員紹介  

第２ 委員長互選・挨拶  

 １ 委員の互選により、熊本地方裁判所長大西勝滋が委員長に選任され

た。  

 ２ 委員長は、委員長代理として中田幹人委員を指名した。  

第３ 議事  

 １ 説明等  

民事事件手続のデジタル化の概要と今後のスケジュールについて、

次席書記官から説明した後、模擬ウェブ口頭弁論を実施した。  

２ 意見交換及び質疑応答  

【●＝委員長、○＝委員、■＝説明者】  

● 本日の意見交換及び質疑応答において、次席書記官が説明した民事事



 

 

件手続のデジタル化の概要と今後のスケジュール及び模擬ウェブ口頭弁

論に対する御意見・御感想を伺いたい。  

〇 模擬ウェブ口頭弁論において、冒頭で行った当事者本人であることを

確認する段階では、画面が真っ黒の状態になっていたが、傍聴席に見え

ないような配慮を行っていたのか。  

■ 本人確認の状況が傍聴席に見えないようにしている。今回は代理人弁

護士事務所と接続していたこともあって、本人確認書類を提示させなか

ったが、当事者本人の場合は本人確認書類を提示してもらうこともある。

そのため、本人のプライバシー保護を考慮し、傍聴席に見えないような

配慮を行っている。  

〇 先程の模擬ウェブ口頭弁論では原告代理人弁護士事務所と接続してい

たが、当事者本人の自宅からでも接続できるのか。また、当事者本人と

代理人弁護士が各々参加する場合、別々の場所からウェブ参加が可能な

のか。  

■ 当事者本人の自宅からウェブ会議に参加することについては必ずしも

妨げられるものではないと考えられるが、他の人から見られたり、聞か

れたりすることがない場所であるか、当事者本人以外に周囲に人がいな

いかを事前に確認することになる。その上で、ウェブ会議を行う場所と

して適しているといえるかどうか、個々の裁判体の判断になる。  

  また、当事者本人と代理人弁護士が別々の場所からウェブ会議に参加

することも不可能ではないと思われ、裁判体の判断になるが、実際には、

当事者本人が代理人弁護士事務所に行き、ウェブ会議に参加するケース

が多いと思われる。  

〇 究極的に利便性を追求するのであれば、自宅のリビングからパソコン

を立ち上げ、ウェブ参加できるのが最も手軽であると思うが、個々の裁

判体の判断となると、要素としては周囲に人がいないかということにな



 

 

るのか。要は、裁判手続の公平性・厳格性を担保できるのかということ

になるのか。その場合、この人であれば自宅から接続しても公平性を担

保できそうかという判断はどういった要素に左右されると考えられるの

か。  

■ 場所に関しては、他の人がコーチングするのではないか、画面を録画

して、それが拡散されるのではないか心配である。  

弁護士であれば、職業倫理上、そういったことをしないことが担保さ

れているが、当事者本人の場合は、どの程度信頼できるかどうか個々の

判断になると考えている。ただし、当事者本人の利便性も考慮しながら

検討していく必要があると思われる。  

〇 本人訴訟で代理人弁護士がついていない場合は、自宅から参加するこ

とになるのか。  

■ 本人訴訟の場合、自宅か、自宅に準ずる秘匿性が確保できる場所にな

るのではないかと思われる。  

〇 先程の模擬ウェブ口頭弁論において、原告代理人弁護士事務所から見

た感じでは裁判官の表情は良く分かるが、在廷していた相手方の表情は

見えず、分からなかった。  

■ 確かに先程の画面では表情までは見えづらかったが、全画面に表示し

たり、今の装置ではズームイン・ズームアウトできると思うので、被告

の表情が見えない場合は工夫の余地があると思われる。  

● 画面の映し方は必ずしも固定しているのではなく、現状で一番やりや

すい形にしているため、要望があれば臨機応変に対応できると思われる。 

○ リモート会議では、温度感や空気感が伝わらないことや表情が見えづ

らかったりするが、これまで当事者の方から不満はなかったか。  

■ 把握している限りでは、そのような不満を聞いたことはない。  

● 直接表情を見ながら判断していく和解などの場面では、表情が見えづ



 

 

らいと感じることがあり、状況によって使い分ける必要があると思われ

る。  

● ＩＴ化について、裁判所は再来年には完全ペーパーレス化になる予定

であるため、皆様の職場におけるデジタル化の取組状況等を教えていた

だきたい。  

〇 少なくとも会議ではペーパーレス化している。  

質問だが、判決文をＡＩに書かせることはないのか。下書きくらいは

良いのではないか。  

■ 裁判手続において、今のところＡＩを利用することは全くやっておら

ず、将来の課題になると思われる。個人的には慎重に進めていった方が

良いと思われる。  

● 完全ペーパーレスの状態で、やりづらいことはあるか教えていただき

たい。  

〇 以前は、紙を配付して会議を行っていたが、会議終了後に配付された

紙を見ることはなかった。  

〇 自治体でも、ペーパーレス化を進めているところである。以前であれ

ば、毎日大量の紙を使用していたが、部署によってはほとんどコピー機

を使用しなくなってきている。実際困っているかというと、書類を探す

ということに関しては、データであれば検索することができるため、デ

ータの方がすごく早い。その代わり、共有ファイル名やフォルダをどの

ようにするのか等のテクニックは、共通したものを設けておく必要があ

ると思われる。  

行政機関や裁判所等の施策は、全国一律で実施されるものであるため、

ある程度システムとして落ち着いてきたところで取り入れる、いわゆる

枯れた技術になった時に取り入れた方が賢いのではないかという話を聞

いたことがある。  



 

 

裁判所は全国同一システムを導入できるという点で、自治体に比べる

と相当有利な前提条件になるのではないかと思われる。  

〇 国立大学法人では、デジタル化が進んでいる訳ではないが、会議で紙

は配付されず、アップロードされたデータを見ながら話をしている。そ

の時々で決裁していけば、その資料は後から見たりしないので、流れて

いく決裁はデータにしなくても良いのではないかと思われる。反面、ゼ

ミ生が提出してきたものを、私は画面上でチェックするより紙で照らし

合わせたいので、ゼミ生がデータをアップロードして提出したものを両

面印刷して、その紙を見ながら指導している。そのため、完全ペーパー

レスで紙は使用できないと言われると業務に支障が生じるので、私は反

対したいと思う。裁判所は再来年に完全ペーパーレス化になった場合、

個人的に資料を見る時、紙の方が理解しやすいという裁判官は印刷する

ことを禁じられてしまうのか。  

● 禁じるということはないと思われるが、データだけで行わざるを得な

いと感じている。裁判官としての認識はどうか。  

■ できるだけ紙で印刷しないようにしている。また、ディスプレイが整

備され、デュアルモニタとして、片方に資料のファイルを見ながら、も

う片方で文書を作成することが想定されている。私は大画面として使用

する方が見えやすいし、文書をチェックするため、検索機能を使用する

などの方法を取り入れている。  

〇 テレビ局の方は最も進んでないのではないかと思われる。ニュースの

時、原稿は全員分コピーしており、ＶＴＲが間に合わない時に差し替え

など手作業的なところが多い。修正箇所を手書きしていないと、変更点

が分からなくなるとか、差し込み原稿があったりするので、ペーパーレ

ス化になると怖いところがある。会社的にも資料はいまだに紙で配って

いるので、遅れていると感じている。  



 

 

〇 社内で会議を行う場合、ここ数年はＴｅａｍｓを使用しており、そこ

に資料をアップロードしているので、紙で配布するという機会は以前と

比較すると減っていると思われる。記者が取材して送ってくる原稿は紙

で出てくるし、その紙に赤ペンで手書きのチェックを入れたりして、そ

れを画面に取り込んで、画面上で手直しをするやり方を行うが、完成し

た原稿も画面上というよりは紙で読んで、赤ペン等でチェックを入れな

がら、固有名詞や漢字の変換ミスがないか、誤字脱字がないかを紙で確

認しており、我々世代の話かもしれないが、なかなか紙から脱却できな

いのが現状である。  

● これまでペーパーレス化の話を中心にしてきたが、その他にウェブ会

議やリモートワーク等を含めての利用状況について教えていただきたい。 

〇 コロナ禍という時代もあったので、記者によっては出社せずに在宅で

テレワークしており、自宅から取材相手に取材し、原稿も自宅から会社

に送るという事例がある。また、コロナ禍で遠方に取材に行けなかった

ことから、オンラインでのインタビューも増えている。若い世代の方は

抵抗なくやっている感じであるが、我々の世代・慣れていない世代から

すると、対面で取材相手の声色や表情を含めてインタビューしているた

め、直接会わずにオンラインで取材することについて若干の抵抗感があ

る。  

〇 東京支社ではリモートワークが多く残っているが、当社では、取材活

動自体が現地に行かないといけなかったり、当社の編集機を使わないと

いけなかったりするので、リモートワークは難しい。ただし、遠方の方

のインタビューはウェブでできるようになったため、頻繁に活用してお

り、非常に助かっている。  

〇 自治体では、コロナ禍の時に職場の半分はリモートをしていたが、以

前の日常勤務に戻っていっていると思われる。一方で、今日は資料作成



 

 

に集中したいということで、他の会議や来客対応等がない時を見計らっ

てリモートを実施するなど、業務の内容や生産性が高まるシチュエーシ

ョンを判断し、実施しているという状況である。  

〇 コロナが流行し始めた令和２年頃からマイクロソフトＴｅａｍｓを、

当初は弁論準備手続ではなくて、現行法に則って書面による準備手続の

ための協議期日において使い始めた。それまでは、私の事務所から裁判

所までの移動時間は約１５分かかり、当事者双方提出の書面を陳述し、

次回期日を決めて約５分で終了していたものが、移動時間往復約３０分

が全部なくなったので、１事件当たり約３０分節約することができ、帰

宅時間も約３０分早くなるなど、事件処理の効率化が図られるとともに、

ワークライフバランスの実現に繋がっている。今後、メールでのやり取

りが可能になれば、ますますワークライフバランスが実現し、効率が上

がって、時間短縮され、こなせる仕事も増え、依頼者の早期決断にもつ

ながる。一方で、ＩＴ弱者の人達が取り残されないかが不安であるが、

弁護士としてＩＴスキルを持っている依頼者の仕事を受けた方が効率は

良い。事業所はＴｅａｍｓを入れているし、メールなどのツールで効率

良くやり取りできるので、弁護士業務がすごくやりやすいが、お年寄り

や直接お会いして説明に時間をかけないと御理解が難しい方など色々な

方がおられるので、そういう人達が裁判を受けることが保障されなくな

る。効率性ばかり追求するのではなく、そういう人達をどうにかしない

といけないという縛りがある職種ではないかと思われるので、ＩＴ弱者

の人達が取り残されないように、弁護士業界としては常に検証していか

ないといけないというのが課題だと考える。  

〇 オンラインを活用する環境について、司法書士業務の在り方を説明す

ると、商業登記簿についてはオンライン申請が完全に主流となっており、

法務局は午後５時１５分に閉まるが、全国どこの管轄であっても、１分



 

 

前であっても、オンライン申請のボタンを押しさえすれば登記申請がで

きるため、メリットしかないと考える。まれに、全国的に法務局のオン

ラインシステムで障害が発生し、その日のうちにオンライン申請のボタ

ンを押したとしても、受付ができないという問題があった。同様の問題

が裁判所の手続、新たに構築される手続で発生する可能性があると思わ

れる。オンラインを柱にしつつ、書面での提出もできるなど色々な状況

に対応できる柔軟さを併せ持つ必要がある。私の事務所は松橋なので、

裁判所までの移動時間は往復約２時間であるため、是非デジタルを活用

した裁判手続を利用し、それを私達のような専門職だけではなく一般の

方も利用できるものにしていかないといけないと思われる。  

● 登記のオンライン申請は、全てオンラインで完結するのではなく、郵

送しないといけない書類があり、それが隘路になっていたと思われるが、

その点は解消されたのでしょうか。  

〇 不動産登記の申請において、委任状の原本及び印鑑証明を特例扱いで

オンライン申請しつつ、その原本については２営業日以内に管轄区域の

法務局に郵送又は持参しなければならないという半オンラインというや

り方が今でも続いている。今後、完全オンラインに改修される予定とな

っており、不動産登記規則が改正されると伺っている。一方、土地家屋

調査士の世界では、建物の表題登記は完全オンライン化されており、土

地家屋調査士が書類を法務局に提出する必要は無い。細かい問題はある

ようだが、おおむね非常に有意義であると思っている。  

〇 刑事分野は民事よりスタートが遅れ、現時点では法制審議会で法律案

が策定されて、今国会に提出されるのではないかとみられていたが、ま

だそこまで至っていないのが現状である。法制審議会での答申を見てみ

ると、申立て等の文書をデータで送受信することで実現するということ

も検討されている。例えば、令状請求においては、令状発付に耐え得る



 

 

だけの要件が整っているかを証拠によって審査する裁判官に提出しなけ

ればならないところ、現状はこれを紙で行っているが、これら全てデー

タで送信する取扱いとすることが検討されている。  

裁判所の審査を終えて、令状発付が相当であると考えた場合、電子令

状を発付する。これに関して、デジタル署名などの技術を活用して、デー

タによって全て完結するということが考えられている。起訴状なども同

様になる。紙ベースで提出されたものについて、検察庁から裁判所にデ

ータ送信することで、起訴の手続を完結させるということが想定されて

いる。公判手続においても、ウェブ等を活用して遠隔地から参加したり、

検察官、弁護人、被告人、証人のウェブ参加も検討されているが、刑事裁

判の場合、公判による手続が中心になるので、ウェブによる参加につい

ては、手続の特性や理念に応じて、一定の要件が課されるということが

検討されている。  

なお、導入時期等については、まだ法案提出が終わっていないので、不

確定要素があるのではないかと個人的には考えている。  

〇 閣議決定されているため、方向性としてはＩＴ化を進めるというのは

動かない状況だが、センシティブな情報が多いことが刑事事件の特徴だ

と思っている。  

刑事手続においては、完全なペーパーレス化はできないと思われる。

令状請求の場合、書面により作成した供述調書をデータ化して裁判所に

持っていくことになるが、捜査機関が多くあるためハード面での整備が

必要で、色々クリアしていかないといけないテーマであると考えている。

一方で、検察庁の運営の中では、少しずつではあるが、ＩＴ化・デジタル

化が進んでいる。検察庁は、検察官・事務官も被疑者・参考人・被害者と

相対する場面が多くあるが、コロナの影響やワークライフバランスの関

係で自宅におけるテレワークが少しずつ進んでいる。テレワークといっ



 

 

ても、家で育児をしながら仕事できるのかというと、実際は難しく、一定

の時間を確保して仕事しなければならない。そこにフレックスを組み入

れて、ワークライフバランスが実現できるような形でやっていくのがテ

レワークだと思われるので、試行錯誤しながらテレワークを進めている

ところである。先日、検察庁の幹部が体調不良になり、パソコンを持ち帰

ってテレワークで指示を出すという業務管理面でテレワークを行ったと

ころである。遠隔地との会議も増え、以前は東京、福岡などに参集してい

たが、今はテレビ会議で会議を行っている状況はあるが、ペーパーが減

っているかというと必ずしも減っていないと思われる。会議の時に画面

表示も利用しているが、画面表示されたものと同じペーパーを手控えと

して卓上に配付されている状況であり、それを見ながら会議を行い、後

で見返して、部局に戻って周知を行っており、色々な周知方法はあるが、

紙をなくす方向で検討すべきと考えている。  

● 裁判の利便性を高める、あるいは裁判の質を高めることに関して、デ

ジタル化によって民事訴訟にどういうことを期待するか、何か御意見が

ございましたら、聞かせていただきたい。  

〇 デジタル化で裁判の質を高めるという場面が、想像しづらく、配付し

ていただいた資料中「ウェブ会議の活用により期待される効用」により

「当事者の利便性の向上」が図られると思ったが、「効果的な争点整理の

実現」はどういう方法があるのかとずっと考えていた。「来やすくなった。

予定を入れやすくなった。」との意見があり、弁護士委員のお話の中で、

裁判所に来るとなると移動時間往復約３０分かかることから、１時間取

らないといけないため、その日に期日が入れられないということになる

が、ウェブ会議であれば１０分で良いので、期日を入れられるようにな

るということが分かった。そうすると、民事裁判の終結までの時間が短

くなるということになるのか。  



 

 

■ デジタル化の効果であるかは不明であるが、審理期間は全体としてみ

れば、若干短縮している方向にあるという分析結果が出ている。また、

今後どうやって審理の短縮化を図り、裁判の質を高めていくかという点

は、これからの課題と考えている。  

● 統計データを見る限り、熊本地裁の民事事件については、前年度より

令和５年度の方が審理期間は少し短くなってきていることが分かる。  

確かにデジタル化によるものか因果関係は分からないが、Ｔｅａｍｓ

というソフトを利用して、ウェブ会議により各事件で争点整理手続を行

っており、Ｔｅａｍｓで色々な書面を代理人と裁判所で共有して、例え

ば、争点一覧表を作成して、そこに原告と被告がそれぞれ書き込むこと

で一覧性があるものを共有して作っていくといったことが行われている。

このようなやり方が合理的かつ分かりやすく信頼できる手続という意味

では、質を高めることにつながると思われる。  

〇 自治体が原告・被告となる場合、地方自治法において指定代理人とい

う制度があり、首長の委任を受けて、指定代理人である職員が直接対応

するという場合がある。その際、指定代理人には１人の職員だけが選ば

れることはなく、五，六人のチームで選ばれ、訴訟に対応している。  

複数の代理人が合同で行う場合の対応の仕方について、今後、裁判所

から周知・案内していただきたい。例えば、ｍｉｎｔｓのＦＡＱを見たと

ころ、「１当事者について３人までの訴訟代理人が利用できます。４人以

上の利用が必要な場合には、事件が係属している裁判所にお問い合わせ

ください。」との説明があるなど、利用者側において配慮しないといけな

い点もあるようなので、周知していただきたい。  

訴訟代理人が対応する訴訟において、相手方が本人の場合には、ウェ

ブ会議が利用できる条件があったと思うが、今後のオンライン申立てに

ついて本人訴訟の場合はどうなるのか。行政機関と当事者本人の訴訟に



 

 

おいて今後の制度運用が異なる点、たまにしか手続に関与しない行政機

関の職員が難しいと感じることや勘違いするような手続があれば、周知

や御教授いただきたい。  

● 普段利用される弁護士や司法書士には十分周知しているが、指定代理

人をされる自治体には周知をあまり行っていないのが現状である。今後、

本人訴訟でもオンライン申立てができ、弁護士が代理人の場合はオンラ

インで申立てをしなければならない義務があることになるが、本人の場

合は義務ではなく権利となっており、それができない場合は紙で通常ど

おり申立てができることになっている。  

● 本日いただきました御意見等は、今後の熊本地方裁判所の運営のため

に役立てていきたい。  

第４ 次回期日  

令和７年２月５日（水）午後１時３０分から午後３時３０分まで  

第５ 次回テーマ  

「民事調停手続について」  


